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証券コード4641

平成20年３月10日

株 主 各 位
神奈川県相模原市西橋本五丁目４番12号

株 式 会 社 ア ル プ ス 技 研
代表取締役社長 池 松 邦 彦

第27回定時株主総会招集ご通知

拝啓　ますますご清栄のこととお喜び申しあげます。
　さて、当社第27回定時株主総会を下記により開催いたしますの
で、ご出席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権

行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成20年３月24日（月曜日）

午後５時30分までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日　　　時 平成20年３月25日（火曜日）午前10時
２．場　　　所 神奈川県相模原市西橋本五丁目４番12号

当社本社　会議室
３．会議の目的事項

報 告 事 項 (1) 第27期（平成19年１月１日から平成19年12月31日まで）
事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の
連結計算書類監査結果報告の件

(2) 第27期（平成19年１月１日から平成19年12月31日まで）
計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案
第２号議案

剰余金処分の件
定款一部変更の件

第３号議案 取締役10名選任の件
第４号議案 監査役２名選任の件
  

以　上


　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。
　なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が
生じた場合には、インターネット上の当社ウェブサイト(アドレス　http://
www.alpsgiken.co.jp/)に掲載させていただきます。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

（ 平成19年１月１日から
平成19年12月31日まで ）

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、民間住宅投資の落ち込みという

マイナス要因がありましたが、個人消費や設備投資は緩やかながら増加し

ました。また、円高や原油価格・素原材料価格の高騰などがありましたが、

大企業を中心に企業収益は総じて増益基調で推移しました。外需につきま

しては、サブプライムローン問題などを背景とする米国経済の減速など、

金融市場のみならず実物面でも世界経済の先行きに一部不透明要因が顕在

化しましたが、中国などの新興国向け輸出がカバーする形で引き続き増加

しました。

　当社グループの主要顧客である製造業においては、電機・精密機器業界

で、薄型テレビや、高機能デジタルカメラ等の販売が国内外で好調に推移

しました。また、自動車関連業界では、アジアなどの新興国を中心に引き

続き輸出が拡大しました。また、これら製造業では、引き続き製品や生産

技術の開発などが活発に行われ、当社グループに対しても技術者派遣事業

を中心として旺盛な需要が期を通じて持続しました。

　このような環境の下、当社は第８次５カ年計画の最終年度に向け、「人

と組織の持続的成長モデルの確立」をテーマに掲げ、顧客への高付加価値

サービスの提供、技術者の自律的キャリア形成の支援、組織体制の強化に

取り組むと共に、法令遵守（コンプライアンス）や企業倫理の徹底など、

企業市民としての責務を果たすための取り組みにも注力しました。

  顧客からの技術者派遣に対する需要が引き続き堅調な中、個々の技術者

のキャリアデザインに沿った研修体系や就業機会をきめ細かく整備するこ

とで、技術者の能力向上を図り、ローテーションによってより高付加価値

なサービスの提供に努めてまいりました。また、モノづくり事業について

は、事業の選択と集中を進め、収益力の向上を図るため、大幅な縮小を行

いました。
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  人材確保に関して、大手製造業での技術者採用増加、学生の理系離れ、

少子高齢化などにより、優秀な技術者を確保することが従来に増して困難

になっておりますが、採用体制をより強化すると共に、全国各地で積極的

な採用活動を展開し、新規学卒者・キャリアの確保に努めました。また、

国内の技術者不足に対応し、中国の山東省２大学などとの提携強化、独自

の教育センター（中国青島市）設立による教育体制の充実などを実現し、

多数の優秀な中国人技術者を確保し、国内企業に派遣することができまし

た。

　また、技術者派遣を中心とした人材関連ビジネスへ選択と集中を図るた

め、本業とのシナジーの効果がうすい会社（ディスクウェア㈱、㈱エムテー

シーの持分法適用企業２社）につきまして、第三者への株式譲渡などを進

めました（ディスクウェア㈱は当連結会計年度の下期より持分法より除外

となりました。㈱エムテーシーにつきましては、平成20年12月期より除外

となります）。この結果、よりコア分野に集中した経営体制を敷くことが

可能となりました。

　介護付有料老人ホーム“アルプスの杜「綾瀬」”では、施設への入居促

進とサービスの向上を図るため、地域医療機関等との関係強化を図るとと

もに、ケアスタッフのスキルアップに努めてまいりました。

 

　以上の結果、主要事業である技術者派遣が好調に推移し、派遣稼働人員

の増加などが寄与し、当連結会計年度の売上高は、連結決算におきまして

は過去最高の224億73百万円（前年同期比4.1%増）となりました。また、売

上総利益は、派遣単価の改善などを背景に、59億７百万円（同12.3%増）と

なりました。国内外の技術者を採用するための各種コストや、翌期以降の

成長を見据えたＩＴインフラ、内部統制関連のコスト増加などにより一般

管理費・販売費の増加がありましたが、売上総利益の増加がこれを吸収し、

営業利益は 16億９百万円（同1.5%増）となりました。また経常利益は 持

分法適用企業の除外などにより営業外費用が減少したため、同 6.0%増の15

億77百万円となりました。この結果、当期純利益は、連結決算におきまし

ては過去最高の９億59百万円（同 133.3%増）となりました。
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　セグメント別状況は以下のとおりであります。

イ．アウトソーシングサービス事業

　アウトソーシングサービス事業におきましては、技術者派遣が好調

に推移し、派遣稼働人員の増加並びにローテーションによる顧客への

高付加価値サービスの提供などにより、アウトソーシングサービス事

業の売上高は 219億14百万円（前年同期比5.2％増）、売上高構成比率

は 97.5％となりました。営業利益は、派遣技術者の単価等の改善によ

り29億69百万円（同 8.4％増）となりました。

ロ．その他事業

  モノづくり事業の縮小等により、売上高は５億59百万円（前年同期

比25.8％減）、売上高構成比率は 2.5％、営業損失は35百万円となり

ました。　

②　設備投資の状況

　当連結会計年度において当社グループが実施した設備投資額は２億76百

万円であり、その主な内容はALTECH QINGDAO CO.,LTD.のALPS青島教育開発

センターの開設に係る設備投資等によるものであります。

③　資金調達の状況

　当連結会計年度において、新株式発行及び社債発行等の資金調達は行っ

ておりません。

④　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

　該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況

　該当事項はありません。

⑥　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

　該当事項はありません。

⑦　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継

の状況

　該当事項はありません。
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分
第 24　期

(平成16年12月期)
第 25 期

(平成17年12月期)
第 26 期

(平成18年12月期)

第 27 期
(当連結会計年度)
(平成19年12月期)

売 上 高(百万円) 19,496 20,536 21,592 22,473

経 常 利 益(百万円) 1,377 1,601 1,488 1,577

当 期 純 利 益(百万円) 680 801 411 959

１株当たり当期純利益 64円22銭 78円23銭 40円22銭 86円64銭

総 資 産(百万円) 10,038 10,542 11,838 11,531

純 資 産(百万円) 5,281 5,777 7,332 7,677

１株当たり純資産額 535円20銭 582円79銭 660円75銭 691円02銭

（注）１．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数により算出しております。な

お、第24期の１株当たり当期純利益は、株式分割が期首に行われたものと仮定

して算出しております。

２．第26期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号　平成17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成17年12月９日）

を適用しております。

３．第26期の純資産及び総資産の主な増加は平成18年７月に発行した新株予約権付

社債の行使によるものであります。

４．第27期（当連結会計年度）の概況については、前記「１．企業集団の現況　(1)

当事業年度の事業の状況　①事業の経過及び成果」に記載のとおりであります。
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